










































































































































































































































































??↑ ???? ??? ???? ??? ???? ???? ??? ???? ???? ?? ??? ???? ????
図5　下位5国（1960年以降）のRWとSTLIVの平均
＝■’
図6　下位5国（1960年以降）のRW’とSTLIv1の平均
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図7　下位5国（1960年以降）のRW”とSTL1V”の平均
　ここまでの分析から，多数の貧しい国は援助を受け取っているとはいえ，さ
らに貧しくなっているという緒果が得られる。しかしながら，高瀬（2002）で
も指摘さ牝たが，この1960年以降の分析には，大きな短所が1つある。すなわ
ち，あらゆる国に対する全項目のデータが毎年揃っているわけではないことで
ある。常識ではあり得ない，逆転現象が見られたように，今までの緒果は，
データが10年以上になり次第，順次対象国を加えていることに大きく影響を受
けているかもしれないのである。
3．2！975年以降のQDA受入国の動き
　対象国の増加による影響を排除するため、1975年から現在までの所得データ
が全て揃っている国（7；（計91）に対象を絞って前節と同様な分析を行う。75年
まで遅らせることにより，大半の途上因を分析対象とすることができ，かつ，
75年から食料援働のデータが存在するからである、最新のデータは99年まであ
るが，下位ユ0国に含まれる傾向の高い，ザイールのデータがないため，対象期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ71
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間（8〕は98傘までとする。
　図8には，下位5国のRW，RW’，RW’’，RW”の平均値の年次変化が示さ
れている。図1と比較すると，近年のRWとRW’の逆転現象が解消された以
外，全体的なトレンドと援助依存度は60年以降の分析と同じであり，前節の緒
果がほぼ確かめられたといえる。つまり，下位5国に対する援助の影響は大き
いが（RW平均全体に占める割合が少なくとも約18分の！あり，最大4分の
ユ近くある），78年以降，援助を入れても，下位5国のRW平均はアメリカの
百分の！に満たないのである。
　食料援助依存度に関しては，図1との違いもあり，78年まではRW”’がRW
よりかなり大きく，その差もO．001近くにまでなったこともあり，食料援助の
影響は高かったと考えられる。しかし，79年以降は，食料援助の影響は極端に
低くなり，RW川とRWとの差は微少であり，最近では，食料援助の下位5国
の厚生に与える影響はほとんどなくなったと言える。その理由としては，デー
タをそのまま解釈すると，拠出国が食料援助からそれ以外の援助に，重点を移
すようになったことが考えられる。別の理由としては，79年あたりに，援助の
使用目的の分類項目が変化し，それ以前は食料援助に分類されていたもののう
ち，多数の支出項目が贈与（G・ant）に分類されるようになったからかもしれ
ない。
　図9には，下位10国のRW，RW，RW’，RW”平均の年次変化が示されて
いる。図1と図2の関係と同様に、全体的なトレンドは図8と変わりなく，図
8のグラフを上にシフトした形となっている。厳密には，援助の影響を最も大
きく表すRWを見ると，下位5国に比べ，援助のRW’平均に占める割合が下
がり，90年あたりまでは，RW’は何とかユ％前後を維持しているが，それ以
降工％を切り，最近の2年で少し持ち直したものの，それでも0，007程度であ
る。つまり，前節の緒果より少しましとはいえ，最近！0年間は，下位10国の
人々の厚生レベルもアメリカ人の百分の1より低くなっている。
　ユ72
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図8　下位5国（ユ975年以降）のRW，RW，RW”，RW”！の平均
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図9　下位10国（！975年以降）のRW，RW，RW’，RW川の乎均
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　図ユ0と図ユ1には，下位5国と10国のSTuV，STLIV一，STLIV”，STLIV”’平
均の年次変化が示されている。全体的なトレンドは，図8や図9と同様であ
り，下位10国のグラフは下位5国のグラフを上にシフトした形となっている。
ただし，60年以降のケースと比較すると，下位10国のケースでは，図4で示さ
れたように，2回あった逆転現象は解消されている。援助の影響を最も大きく
示すSTLIVIの変化を見ると，下位5国のSTLIV’平均ぱ79年以降！％を超え
ることはないが，下位10国のSTLIV’平均は95年までは何とかユ％を維持して
いる。
　図ユ2，図13，図14，図15では，GNIによる相対所得と最終消費支出による相
対所得を比較するため，下位5国におけるRWとSTLIV，RWIとSTL工V’，
RW”とSTuV”，RW”とSTLIV”’の平均を表している。全体的に見て，！960
年のケース（図5、図6，図7）と比較すると，GMによる相対所得は，最終
消費額による相対所得を遇小評価しているという前節の縞果はほぼ確かめらる
ことになった。ただし，図12では，78年にRWとSTLIVがほぼ等しくなり，
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図10　下位5国（I975年以降）のSTLI∀、STLIV，STLIV｛，STLIV一’’の平均
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図11下位ユO国（1975年以降）のSTL工V，STLIV1，STLlV’’，STLIV岬の平均
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図一2　下位5国（ユ975年以降）のRWとSTLIVの平均
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図13下位5国（1975年以降〕のRW．とSTLIV’の平均
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図14　下位5国（1975年以降）のRW’とSTLIV’｛の平均
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図15下位5岡（ユ975年以降）のRW”とSTLIV州の平均
図！3でも，87年，90年，91年にRWとSTLIV’がほぼ同値となっている。
　下位ユ0国のケースも分析したが，下位5圃の場合とほとんど同じ緕果を得た
ため，本稿では省暗することにする。主だった違いは，同値になる年が全くな
くなったことであり，GNIによる相対所得は，最終消費額による相対所得を過
小評価しているという結果が明白になった。したがって，援助を受け入れたと
しても，多数の貧しい禺がさらに貧しくなっているという，前節の緒果は確か
められたことになる。
4，結論
　高瀬（2002）による世界経済の相対所得分析に引き続き，本稿は途上国に対
する杣対所得分析を行った。ほとんどの途上国はODA受入国なので，途上国
の厚生を正確に捉えるには，ODA受入額を組み込んだ相対所得が必要であ
る。援助の影響が顕著に出るのは，所得が特に低い方の国であるから，相対所
得下位5位とユ0位の岡の平均値を求めて，年次グラフを作成することにより，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！η
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分析した。ODA受入額として，ODA融資を含む純ODA受入額，贈与受入
額、食料援助受入額の3つを考慮した。
　研究結果は以下のようにまとめられる。先進国や国際機関は最貧国（相対所
得下位5国や10国）に対して，贈与を中心とする，かなり慈善的な援助を拠出
してきたようである。しかし，最貧国の厚生に良い影響を与えたごとは事実だ
が，彼等の生活レベルがはっきりと改善されたと言えるわけではない。最貧5
国をみると，ODA受入額全体が厚生レベルに占める割合は，最小でも約20分
の！であり，最大では約5分の1まで達する。つまり，これらの国は援助なし
では，おそらく生存することすら難しく，援助の役割は非常に大きい。ただ
し，GNIからみた相対所得によると，過去20年以上ODA受入額を入れても！
％を満たすことはなく，最終消費支出からみた相対所得でも，少々ましである
とはいえ，過去20年以上1％を下回っている。したがって，最貧国の人々は援
助を受け取っているとはいえ，アメリカ人の百分の1以下の厚生レベルという
悲惨な状態となっている。
　このように，先進国が戦後40年聞積極的に経済協力活動を行い，途上国を支
援してきているようではあるが，実際は，そのような活動の結果を所与として
も，世界の貧富の差ば広がる」方である。今世紀に入り，地球上では，局地的
な内戦やテロ活動などが頻繁に発生しているようである。その主要な原因の1
は，とてつもなく拡大した先進国と途上国との間の貧富の差であろう。ODA
拠出などの国際協力活動を国際政策の桂にしてきた日本も。この事実を客観的
に踏まえて，これからの経済政策全般を見直す必要があるように思われる。同
じ人類の未来を考える上で，途上国と先進国が共に地球環境と平和を維持し，
持続的な経済成長を目指すためには、持つものと持たざるものの問題を直視す
るしかないのかもしれない。
　さて，本稿以降の研究の方向性を考える。まず，ODAが各受入国の相対所
得の順位変動にどのような影響を与えたかを分析することが急務である。さら
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に，本稿の研究方法をアジアやアフリカなどの地域別分析に応用する」ことも興。
味」深い。将来的には，マクロ動学モデルをもとに，ODAの使用方法別支」出」の
受入国の・経済成長に与える影響」を計量分析し，拠出国と受人国双方にとって最
適な援助政策を模索したい。
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　Z邊mb…囲，Zi皿babwピ，Burki皿a　Faso，Namibla
14〕高瀬（2002）でぱ，基準国の消費バスケットを墓準年に固定した，実質RW（real　RW＝
　RRW〕も考慮したが，本稿では、省略することにす乱
（5〕厳密には，援助拠出国の所傷としては，GNIからODA額を差し引くのが望ましいかもしれな
　い。し分しながら，各拠出国のGNIに対する0DAの割合は非常に低く（ほとんど1％未満）づ
　かつ，本稿では、援助の途上国に対する影響を調ぺるのが圭目的なので，ODA拠出額が正で
　あうたとしても，拠出国の相対所得には変化がないものとする鉋
16〕：DS20C2には、途上国でもゴ年度によって0D㎞etがゼロやマイナスとなる国も見受けられ、
　最近では，Sing君pore，UAE，Korea，Ma1自ys蟷，丁別w盆n，Hong　Ko血gなどのアジアの国が顕著
　であるむこれは，経済発展が進み，ODAを受ける必要がなくなったりゴまた。ODAの受入総額
　が非常に低くなり，過去のODA磁資の返遼額や鰭与拠出額の方が禽くなってしまったからであ
　る。70年代後半に，ラテンアメリカの一部の国（Vene刎e1aやChileなど〕でもそうであった
　し。発展状態が比較的高い，肋㎎岬、S㎝th　Afrio盆，Is・aelなどの国でも，そのような年があり
　た廿例外的に、70年代のChi・・や90年代初期の工伽のように，国内惰勢や国家体制による理由
　で，ゼ1ゴとなることももちろんあった右本稿では，途上国の0DAnetがゼロやマイナスになった
　場合，事実上拠出国として扱い，以下の相対所得くRW1，RW”，RW”’，STLIV1，STLI〉”，
　STLIV川）を計算しないことにする。最もやっかいなのは，ユDS2002の中にGrantが正で。
　ODA鵬tがゼロとなる国も見受けられることである。しかし，そのデータが正しいという可能憧
　（緯贈与額（プラス）と純融資額（マイナス）の絶対値が等しい〕は著しく低いため，本稿で
　は，そのような場含，0DAのデータがないものとし，以下の相対所得（RW，RWI，STLIV’，
　STLIW〕を計算しないことにする由なお，援助の使用方法別支出と受入国の経済成長との関係
　は亡理論的には高瀬（1995）により分析されている。
（7〕対象国は注3の一覧から以下の国を除いたものである。Gree㏄，Bulg且ria，S1ovak　Rep，Po1and．
　Romania．New　Zea1割nd，Cambod1a，Laos，Vietmm，Ye皿e皿，A皿gola，Ethiopla，Gumea，MozambIq1ユe，
　Tan邊ania，Uganda，Zamb岨
18〕本稿では吉相対所得下位5・！0国の平均値を求めることが必要であるため，実際は、最貧10国
　のメンバーとなる可能性のある国が揃ってさえいればよい。高瀬（2002〕で示されているよう
　に，下位！0国のメンバーの顔ぶれは，年度にかかわらず，ほぼ固定されている。最近のデータに
　関しては、97年まででも，全ての途上国が含まれているわけではないが，下位10国に入るような
　国は全て擶っており，98年には，97年にRW下位ユ1位であったナイジェリブ以外，下位10国に
　入りそうな国は全て揃っている。
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